
本
紙
で
は
、
2
0
0
8
号
か
ら
順
次
、
28
年
度
の
本
会
5
委
員
会
の

要
望
結
果
の
概
要
を
掲
載
し
て
い
る
。
今
号
は
、
地
方
財
政
委
員
会
と

社
会
文
教
委
員
会
に
つ
い
て
。

地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

地
方
財
政
委
員
会
の
平
成
28
年

度
の
要
望
は
①
平
成
29
年
度
税
制

改
正
等
②
平
成
29
年
度
地
方
財
政

対
策
③
地
方
創
生
の
推
進
④
平
成

29
年
度
地
方
債
計
画
⑤
地
方
公
営

企
業
⑥
国
庫
補
助
負
担
金
―
に
つ

い
て
の
6
項
目
を
大
き
な
柱
と
し

た
（
要
望
書
は
（
本
会
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
「
全
国
市
議
会
議
長
会
メ
ニ

ュ
ー
」
↓
「
要
望
・
決
議
等
」
↓

「
地
方
財
政
委
員
会
」
に
掲
載
し

て
い
る
）
。

要
望
項
目
が
多
数
あ
る
た
め
、

主
に
、
重
点
要
望
事
項
、
第
1
0

1
回
評
議
員
会
（
28
年
11
月
9
日

開
催
）
で
付
託
さ
れ
た
部
会
提
出

決
議
に
関
す
る
要
望
項
目
に
対
す

る
結
果
を
中
心
に
掲
載
す
る
（
部

会
提
出
決
議
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
「
要
望
・
決
議
等
」
↓
「
全
国

市
議
会
議
長
会
」
↓
「
平
成
28
年

度
」
に
掲
載
）
。

1

平
成
29
年
度
税
制
改
正
等

重
点
要
望
事
項
と
し
て
、
①
償

却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
の
現

行
制
度
の
堅
持
と
28
年
度
税
制
改

正
で
創
設
の
時
限
的
な
特
例
措
置

の
期
間
の
厳
守
②
軽
自
動
車
税
の

グ
リ
ー
ン
化
特
例
、
自
動
車
重
量

税
の
エ
コ
カ
ー
減
税
の
見
直
し
に

つ
い
て
地
方
の
財
政
運
営
に
支
障

を
生
じ
さ
せ
な
い
こ
と
。
自
動
車

保
有
に
係
る
税
負
担
軽
減
に
関
す

る
総
合
的
な
検
討
に
つ
い
て
消
費

税
・
地
方
消
費
税
率
の
引
き
上
げ

再
延
期
に
併
せ
て
の
延
期
③
ゴ
ル

フ
場
利
用
税
の
現
行
制
度
の
堅
持

④
地
球
温
暖
化
対
策
に
お
け
る
地

方
税
財
源
を
確
保
す
る
仕
組
み
の

構
築
―
な
ど
を
要
望
し
た
。
④
は

評
議
員
会
に
お
け
る
北
信
越
部
会

提
出
議
案
「
市
町
村
に
よ
る
継
続

的
か
つ
安
定
的
な
森
林
整
備
等
の

財
源
に
充
て
る
税
制
（
森
林
環
境

税
（
仮
称
）
）
等
の
新
た
な
仕
組

み
の
早
期
導
入
等
に
つ
い
て
」
と

同
様
の
内
容
。

①
に
つ
い
て
。
「
平
成
29
年
度

税
制
改
正
の
大
綱
」（
政
府
大
綱
）

で
は
、
28
年
度
税
制
改
正
で
創
設

さ
れ
た
機
械
・
装
置
対
象
の
特
例

措
置
（
3
年
間
の
時
限
措
置
）
に

つ
い
て
、
地
域
・
業
種
が
限
定
さ

れ
た
上
で
、
そ
の
対
象
に
一
定
の

工
具
、
器
具
・
備
品
な
ど
が
追
加

さ
れ
た
。
追
加
に
よ
る
減
収
規
模

は
平
年
度
で
59
億
円
。
「
平
成
29

年
度
税
制
改
正
大
綱
」（
与
党
大

綱
）で
は
、特
例
措
置
は
期
限
の
到

来
で
終
了
と
さ
れ
、
償
却
資
産
に

対
す
る
固
定
資
産
税
の
制
度
は
堅

持
す
る
と
さ
れ
た
。

②
に
つ
い
て
。
政
府
大
綱
で
は
、

自
動
車
重
量
税
の
エ
コ
カ
ー
減
税

は
、
対
象
が
段
階
的
に
厳
格
化
さ

れ
、
軽
自
動
車
税
の
グ
リ
ー
ン
化

特
例
は
、
対
象
が
32
年
度
燃
費
基

準
よ
り
10
％
以
上
燃
費
性
能
が
良

い
自
動
車
に
絞
ら
れ
、
そ
れ
ぞ
れ

2
年
延
長
す
る
と
さ
れ
た
。
与
党

大
綱
で
は
、
31
年
度
税
制
改
正
ま

で
に
安
定
的
な
財
源
を
確
保
し
、

地
方
財
政
に
影
響
を
与
え
な
い
よ

う
配
慮
し
つ
つ
、
自
動
車
の
保
有

に
係
る
税
負
担
の
軽
減
に
関
し
総

合
的
な
検
討
を
行
い
、
必
要
な
措

置
を
講
ず
る
と
さ
れ
た
。

③
に
つ
い
て
。
与
党
大
綱
で
は
、

今
後
長
期
的
に
検
討
す
る
と
さ
れ

た
。④

に
つ
い
て
。
与
党
大
綱
で
は
、

市
町
村
が
実
施
す
る
森
林
整
備
な

ど
に
必
要
な
財
源
に
充
て
る
た
め
、

森
林
環
境
税
（
仮
称
）
の
創
設
に

向
け
て
、
市
町
村
の
役
割
を
明
確

に
し
つ
つ
、
地
方
公
共
団
体
の
意

見
も
踏
ま
え
、
30
年
度
税
制
改
正

で
具
体
的
な
結
論
を
得
る
と
し
た
。

2

平
成
29
年
度
地
方
財
政
対
策

重
点
要
望
事
項
と
し
て
、
①
地

方
税
・
地
方
交
付
税
等
の
一
般
財

源
総
額
の
充
実
確
保
②
必
要
な
歳

出
の
別
枠
で
の
地
方
財
政
計
画
へ

の
計
上
な
ど
地
域
の
実
情
を
踏
ま

え
た
引
き
続
き
の
措
置
―
な
ど
を

要
望
し
て
き
た
。

①
に
つ
い
て
。
29
年
度
で
は
、

一
般
財
源
総
額
は
62
兆
8
0
3
億

円
（
28
年
度
比
0
・
7
％
、
4
0

1
1
億
円
増
）
が
確
保
さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
、
地
方
税
は
39
兆
6
6

3
億
円
（
同
0
・
9
％
、
3
6
4

1
億
円
増
）
と
見
込
ま
れ
た
。
地

方
交
付
税
は
16
兆
3
2
9
8
億
円

（
同
2
・
2
％
、
3
7
0
5
億
円

減
）
、
臨
時
財
政
対
策
債
は
4
兆

4
5
2
億
円
（
同
6
・
8
％
、
2

5
7
2
億
円
増
）
と
さ
れ
た
。
8

月
末
の
概
算
要
求
時
点
で
は
、
28

年
度
と
比
べ
、
交
付
税
が
7
4
1

4
億
円
減
、
臨
財
債
が
9
2
8
4

億
円
増
と
さ
れ
て
い
た
が
、
交
付

税
の
減
、
臨
財
債
の
増
を
可
能
な

限
り
抑
制
し
た
と
さ
れ
て
い
る
。

2288
年年
度度
各各
委委
員員
会会
要要
望望
結結
果果
のの
概概
要要

【
2
面
へ
続
く
】

2299
年年
度度
予予
算算
がが
成成
立立

平
成
29
年
度
予
算
（
閣
議
決
定

時
、
本
紙
2
0
0
0
号
4
面
に
記

事
を
掲
載
）
が
3
月
27
日
、
参
議

院
本
会
議
で
可
決
、
成
立
し
た
。

一
般
会
計
の
総
額
は
過
去
最
大

の
97
兆
4
5
4
7
億
円
（
28
年
度

当
初
予
算
比
0
・
8
％
増
）
。

歳
入
に
お
い
て
、
税
収
は
57
兆

7
1
2
0
億
円（
同
0
・
2
％
増
）

を
見
込
む
。

歳
出
に
お
い
て
、
一
般
歳
出
は

28
年
度
当
初
予
算
比
5
3
0
5
億

円
増
（
0
・
9
％
増
）
の
58
兆
3

5
9
1
億
円
、
こ
の
う
ち
、
社
会

保
障
関
係
費
は
同
4
9
9
7
億
円

増
（
1
・
6
％
増
）
の
32
兆
4
7

3
5
億
円
と
し
た
。

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会
計

は
同
5
5
7
3
億
円
減
（
17
・
2

％
減
）
の
2
兆
6
8
9
6
億
円
。
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【
1
面
か
ら
続
く
】

②
に
つ
い
て
。
29
年
度
で
は
、

歳
出
特
別
枠
（
地
域
経
済
基
盤
強

化
・
雇
用
等
対
策
費
）
は
1
9
5

0
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
28
年
度

と
比
べ
、
2
5
0
0
億
円
減
と
な

っ
た
が
、
地
方
公
共
団
体
が
公
共

施
設
等
の
適
正
管
理
や
一
億
総
活

躍
社
会
の
実
現
に
取
り
組
む
た
め

の
歳
出
が
確
保（
2
5
0
0
億
円
）

さ
れ
る
た
め
、
28
年
度
と
同
水
準

の
歳
出
規
模
を
確
保
し
た
と
さ
れ

て
い
る
。

ま
た
、
地
方
財
源
の
充
実
確
保

と
し
て
、
①
自
治
体
の
課
題
解
決

に
向
け
た
財
源
の
充
実
②
緊
急
防

災
・
減
災
事
業
の
所
要
額
の
確
保

③
公
共
施
設
管
理
等
に
係
る
新
た

な
補
助
金
制
度
の
創
設
―
な
ど
を

要
望
し
た
。
③
は
評
議
員
会
に
お

け
る
東
海
部
会
提
出
議
案
「
公
共

施
設
等
管
理
に
係
る
新
た
な
補
助

金
制
度
の
創
設
に
つ
い
て
」
と
同

様
の
内
容
。

①
に
つ
い
て
。
29
年
度
で
は
、

重
点
課
題
対
応
分
と
し
て
、
28
年

度
同
額
の
2
5
0
0
億
円
が
確
保

さ
れ
た
。
▽
自
治
体
情
報
シ
ス
テ

ム
構
造
改
革
推
進
事
業
▽
高
齢
者

の
生
活
支
援
等
の
地
域
の
く
ら
し

を
支
え
る
仕
組
み
づ
く
り
の
推
進

▽
森
林
吸
収
源
対
策
等
の
推
進
―

が
行
わ
れ
る
。

②
に
つ
い
て
。
29
年
度
で
は
、

緊
急
防
災
・
減
災
事
業
費
は
28
年

度
同
額
の
5
0
0
0
億
円
が
確
保

さ
れ
た
。
地
方
公
共
団
体
が
引
き

続
き
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
防
災
・

減
災
対
策
に
取
り
組
め
る
よ
う
対

象
事
業
を
拡
充
し
た
上
で
、
東
日

本
大
震
災
に
係
る
復
興
・
創
生
期

間
で
あ
る
32
年
度
ま
で
継
続
す
る

と
さ
れ
た
。

③
に
つ
い
て
。
29
年
度
で
は
、

公
共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事
業

費
が
3
5
0
0
億
円
確
保
さ
れ
た
。

同
事
業
は
、
公
共
施
設
等
最
適
化

事
業
費（
28
年
度
2
0
0
0
億
円
）

に
▽
長
寿
命
化
対
策
▽
コ
ン
パ
ク

ト
シ
テ
ィ
の
推
進（
立
地
適
正
化
）

▽
熊
本
地
震
の
被
害
状
況
を
踏
ま

え
た
庁
舎
機
能
の
確
保
（
市
町
村

役
場
機
能
緊
急
保
全
）
―
が
追
加

さ
れ
る
な
ど
内
容
が
拡
充
さ
れ
て

い
る
。

※
以
上
の
金
額
は
全
て
地
方
財

政
計
画
に
計
上
さ
れ
て
い
る
。

3

地
方
創
生
の
推
進

①
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

事
業
費
の
1
兆
円
を
上
回
る
額
の

安
定
的
な
確
保
②
地
方
創
生
推
進

交
付
金
の
地
方
団
体
ご
と
の
交
付

金
額
の
上
限
設
定
や
対
象
経
費
等

の
大
胆
な
排
除
に
よ
る
使
い
勝
手

の
向
上
―
な
ど
を
要
望
し
て
き
た
。

①
に
つ
い
て
。
29
年
度
地
財
計

画
に
お
い
て
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し

ご
と
創
生
事
業
費
は
引
き
続
き
1

兆
円
が
確
保
さ
れ
た
。

②
に
つ
い
て
。
29
年
度
予
算
に

お
い
て
、
地
方
創
生
推
進
交
付
金

は
28
年
度
同
額
の
1
0
0
0
億
円

が
確
保
さ
れ
た
。
運
用
の
弾
力
化

と
し
て
、
▽
先
駆
▽
横
展
開
・
隘

路
打
開
―
の
事
業
で
、
交
付
上
限

額
が
そ
れ
ぞ
れ
引
き
上
げ
ら
れ
る
。

地
方
の
平
均
所
得
の
向
上
な
ど
の

観
点
か
ら
特
に
効
果
的
な
取
り
組

み
は
、
交
付
上
限
額
を
超
え
て
交

付
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。

ま
た
、
計
画
期
間
を
通
じ
た
ハ
ー

ド
事
業
の
割
合
は
、
原
則
2
分
の

1
未
満
だ
が
、
そ
れ
以
上
に
な
る

事
業
で
も
、
同
様
の
観
点
か
ら
地

方
創
生
へ
の
高
い
効
果
が
認
め
ら

れ
る
場
合
は
申
請
可
能
と
さ
れ
た
。

4

平
成
29
年
度
地
方
債
計
画

①
一
般
単
独
事
業
債
の
所
要
額

の
確
保
②
合
併
特
例
債
の
発
行
期

限
の
延
長
③
公
共
施
設
最
適
化
事

業
債
の
期
間
延
長
―
な
ど
を
要
望

し
て
き
た
。
②
は
評
議
員
会
に
お

け
る
中
国
部
会
提
出
議
案
「
合
併

特
例
債
の
適
用
期
間
の
再
延
長
に

つ
い
て
」
、
③
は
同
評
議
員
会
の

四
国
部
会
提
出
議
案
「
公
共
施
設

最
適
化
事
業
債
の
期
間
延
長
に
つ

い
て
」
と
同
様
の
内
容
。

①
に
つ
い
て
。
29
年
度
地
方
債

計
画
（
通
常
収
支
分
）
の
総
額
は
、

11
兆
6
2
5
7
億
円
（
28
年
度
比

3
・
7
％
、
4
1
7
5
億
円
増
）
。

こ
の
う
ち
、
一
般
単
独
事
業
債
は

2
兆
1
9
2
7
億
円
（
同
2
・
1

％
、
4
5
3
億
円
増
）
と
さ
れ
た
。

②
に
つ
い
て
。
29
年
度
地
方
債

計
画
で
は
、
合
併
特
例
債
の
発
行

期
限
は
延
長
さ
れ
な
か
っ
た
。

③
に
つ
い
て
。
公
共
施
設
最
適

化
事
業
債
が
、
公
共
施
設
等
適
正

管
理
推
進
事
業
債
と
な
り
、
対
象

事
業
が
拡
充
さ
れ
た
上
で
、
33
年

度
ま
で
（
一
部
は
32
年
度
ま
で
）

延
長
さ
れ
た
。

5

地
方
公
営
企
業

公
営
企
業
繰
出
金
と
公
営
企
業

債
の
所
要
額
の
確
保
な
ど
を
要
望

し
て
き
た
。

29
年
度
地
財
計
画
に
お
い
て
、

公
営
企
業
繰
出
金（
通
常
収
支
分
）

は
2
兆
5
2
5
6
億
円
（
28
年
度

比
0
・
4
％
、
1
1
3
億
円
増
）
、

公
営
企
業
債
は
2
兆
5
1
2
1
億

円
（
同
3
・
5
％
、
8
5
1
億
円

増
）
と
さ
れ
た
。

6

国
庫
補
助
負
担
金

国
が
責
任
を
持
っ
て
負
担
す
べ

き
分
野
を
除
い
て
廃
止
し
、
税
源

移
譲
す
る
こ
と
な
ど
を
要
望
し
た

が
、
実
現
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

社
会
文
教
委
員
会
の
28
年
度
の

要
望
は
①
地
方
創
生
の
推
進
②
地

域
医
療
施
策
③
保
健
衛
生
施
策
等

④
医
療
保
険
制
度
⑤
介
護
保
険
制

度
⑥
少
子
化
対
策
等
⑦
雇
用
対
策

⑧
社
会
福
祉
施
策
⑨
環
境
保
全
施

策
⑩
文
教
施
策
―
に
つ
い
て
の
10

項
目
を
大
き
な
柱
と
し
た
（
要
望

書
は
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
全

国
市
議
会
議
長
会
メ
ニ
ュ
ー
」
↓

「
要
望
・
決
議
等
」
↓
「
社
会
文

教
委
員
会
」
に
掲
載
し
て
い
る
）
。

要
望
項
目
が
多
数
あ
る
た
め
、

第
92
回
定
期
総
会
（
28
年
5
月
31

日
開
催
）
、
第
1
0
1
回
評
議
員

会
（
28
年
11
月
9
日
開
催
）
で
付

託
さ
れ
た
部
会
提
出
決
議
に
関
す

る
要
望
項
目
に
対
す
る
結
果
の
み

を
掲
載
す
る
（
部
会
提
出
決
議
は
、

本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
要
望
・
決

議
等
」
↓
「
全
国
市
議
会
議
長
会
」

↓
「
平
成
28
年
度
」
に
掲
載
）
。

1

地
方
創
生
の
推
進

5
委
員
会
共
通
の
要
望
項
目
。

地
方
行
政
委
員
会
「
1
」
〜
「
3
」

（
本
紙
2
0
0
8
号
1
面
）
、
地

方
財
政
委
員
会
「
3
」
（
2
面
に

掲
載
）
を
参
照
。

2

地
域
医
療
施
策

総
会
に
お
け
る
中
国
部
会
提
出

議
案
「
地
域
医
療
を
支
え
る
人
材

確
保
に
つ
い
て
」
、
評
議
員
会
に

お
け
る
東
北
部
会
提
出
議
案
「
子

育
て
・
教
育
・
医
療
環
境
の
充
実

に
つ
い
て
」
の
要
望
内
容
に
も
あ

っ
た
①
医
師
の
養
成
の
推
進
、
偏

在
是
正
へ
の
取
り
組
み
。
特
に
、

産
科
医
・
小
児
科
医
の
確
保
②
二

次
救
急
医
療
機
関
に
お
い
て
不
足

す
る
医
師
を
安
定
的
・
継
続
的
に

派
遣
す
る
な
ど
の
実
効
性
あ
る
対

策
③
産
科
、
救
急
医
療
等
に
対
す

る
労
働
環
境
改
善
の
支
援
、
医
療

補
償
制
度
の
拡
大
な
ど
に
よ
る
業

務
負
担
軽
減
対
策
④
看
護
師
・
助

産
師
等
の
専
門
職
の
養
成
機
関
・

研
修
体
制
の
充
実
、
勤
務
環
境
の

改
善
、
財
政
措
置
―
な
ど
を
要
望

し
た
。

【
3
面
へ
続
く
】

桝屋公明党総務部会長（28年7月14日要望時）
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①
に
つ
い
て
。
29
年
度
の
医
学

部
入
学
定
員
は
28
年
度
か
ら
1
5

8
人
増
の
9
4
2
0
人
に
増
員
さ

れ
た
。
定
員
が
抑
制
さ
れ
て
い
た

19
年
度
か
ら
は
1
7
9
5
人
増
と

な
る
。
増
員
期
間
は
31
年
度
ま
で

と
さ
れ
、
32
年
度
以
降
の
取
り
扱

い
は
、
医
師
養
成
数
の
将
来
見
通

し
や
定
着
状
況
を
踏
ま
え
判
断
す

る
と
さ
れ
て
い
た
。
厚
生
労
働
省

の
医
療
従
事
者
の
需
給
に
関
す
る

検
討
会
（
座
長
�
森
田
朗
・
国
立

社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
所

長
）
医
師
需
給
分
科
会
（
座
長
�

片
峰
茂
・
長
崎
大
学
学
長
）
の
中

間
取
り
ま
と
め（
28
年
6
月
3
日
）

で
は
、
医
師
需
給
推
計
の
結
果
、

医
学
部
定
員
増
の
効
果
、
今
後
の

医
師
偏
在
対
策
の
効
果
な
ど
に
つ

い
て
可
能
な
限
り
早
期
に
検
証
を

行
い
、
結
論
を
得
る
と
さ
れ
、
ま

た
、
偏
在
対
策
は
28
年
末
に
向
け

具
体
的
に
検
討
を
進
め
、
取
り
ま

と
め
を
行
う
と
さ
れ
て
い
た
が
、

29
年
4
月
5
日
現
在
、
結
論
は
得

ら
れ
て
お
ら
ず
、
取
り
ま
と
め
も

行
わ
れ
て
い
な
い
。

産
科
医
に
関
す
る
新
規
事
業
と

し
て
、
地
域
偏
在
を
解
消
す
る
た

め
、
勤
務
環
境
改
善
な
ど
を
進
め

る
「
地
域
の
産
科
医
療
を
担
う
産

科
医
の
確
保
事
業
」
が
29
年
度
予

算
に
お
い
て
、
9
7
0
0
万
円
確

保
さ
れ
た
。

②
に
つ
い
て
。
現
在
、
実
現
に

は
至
っ
て
い
な
い
。

③
に
つ
い
て
。
救
急
医
療
体
制

の
整
備
に
よ
り
、
救
命
救
急
支
援

セ
ン
タ
ー
な
ど
へ
の
財
政
支
援
、

小
児
・
周
産
期
医
療
体
制
の
充
実

に
よ
り
、
総
合
（
地
域
）
周
産
期

母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
の
新
生
児
集

中
治
療
室
、
母
体
・
胎
児
集
中
治

療
室
な
ど
へ
の
支
援
が
行
わ
れ
る
。

医
療
補
償
制
度
に
つ
い
て
は
、
分

娩
に
関
連
し
て
発
症
し
た
重
度
脳

性
ま
ひ
に
つ
い
て
の
産
科
医
療
補

償
制
度
が
あ
る
が
、
特
に
制
度
の

拡
大
な
ど
は
図
ら
れ
て
い
な
い
。

④
に
つ
い
て
。
看
護
職
員
確
保

対
策
に
お
い
て
、
復
職
支
援
の
強

化
、
勤
務
環
境
の
改
善
を
通
じ
た

定
着
・
離
職
防
止
が
図
ら
れ
る
。

地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金

（
医
療
分
）
9
0
4
億
円
（
国
6

0
2
億
円
、
地
方
3
0
1
億
円
）

の
対
象
事
業
と
し
て
▽
看
護
職
員

が
都
道
府
県
内
に
定
着
す
る
た
め

の
支
援
▽
養
成
所
の
施
設
・
設
備

整
備
▽
新
人
職
員
資
質
向
上
を
図

る
た
め
の
研
修
の
実
施
▽
勤
務
環

境
改
善
セ
ン
タ
ー
の
運
営
―
な
ど

が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

3

保
健
衛
生
施
策
等

評
議
員
会
の
東
北
部
会
提
出
議

案
「
子
育
て
・
教
育
・
医
療
環
境

の
充
実
に
つ
い
て
」
の
要
望
内
容

に
も
あ
っ
た
5
歳
児
健
診
の
実
施

に
向
け
た
体
制
整
備
（
発
達
障
害

の
早
期
発
見
・
支
援
の
た
め
の
制

度
化
含
む
）
な
ど
を
要
望
し
た
。

現
在
、
実
現
に
は
至
っ
て
い
な

い
。
な
お
、
厚
生
労
働
省
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ（「
軽
度
発
達
障
害
児
に

対
す
る
気
づ
き
と
支
援
の
マ
ニ
ュ

ア
ル
」↓「
第
三
章
健
診
・
発
達
相

談
等
の
実
際
」の
ペ
ー
ジ
）
に
「
5

歳
児
健
診
は
基
本
的
に
市
町
村
が

実
施
主
体
と
な
っ
て
行
わ
れ
る
と

よ
い
」
と
記
述
さ
れ
て
い
る
。

4

医
療
保
険
制
度

国
民
健
康
保
険
制
度
に
つ
い
て

は
、
総
会
の
関
東
部
会
提
出
議
案

「
社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
、
国

民
健
康
保
険
の
都
道
府
県
化
に
係

る
シ
ス
テ
ム
改
修
等
の
財
政
支
援

策
を
求
め
る
要
望
」
、
評
議
員
会

の
東
北
部
会
提
出
議
案
「
子
育
て

・
教
育
・
医
療
環
境
の
充
実
に
つ

い
て
」、
東
海
部
会
提
出
議
案「
国

民
健
康
保
険
制
度
改
革
に
お
け
る

財
政
支
援
等
に
つ
い
て
」
、
近
畿

部
会
提
出
議
案
「
持
続
可
能
な
国

民
健
康
保
険
制
度
の
確
立
及
び
財

政
支
援
に
つ
い
て
」
の
要
望
内
容

に
あ
っ
た
①
積
極
的
な
情
報
提
供
、

地
方
と
十
分
協
議
し
た
上
で
の
被

保
険
者
の
利
便
性
な
ど
を
考
慮
し

た
新
制
度
移
行
、
移
行
後
の
安
定

的
運
営
の
持
続
②
電
算
シ
ス
テ
ム

改
修
経
費
に
対
す
る
財
政
措
置
③

国
の
責
任
に
お
い
て
、
制
度
の
広

域
化
に
向
け
た
財
政
支
援
措
置
の

確
実
な
実
施
④
保
険
料（
税
）の
平

準
化
な
ど
被
保
険
者
負
担
増
加
に

対
す
る
激
変
緩
和
措
置
、
国
保
の

累
積
赤
字
処
理
の
た
め
の
財
政
措

置
⑤
負
担
感
が
強
い
保
険
料（
税
）

是
正
へ
の
さ
ら
な
る
財
政
措
置
の

積
極
的
な
検
討
⑥
国
庫
負
担
割
合

の
引
き
上
げ
、
療
養
給
付
費
負
担

金
の
減
額
算
定
措
置
の
速
や
か
な

廃
止
⑦
Ｃ
型
肝
炎
新
薬
の
影
響
に

よ
る
医
療
費
増
加
に
対
す
る
特
別

調
整
交
付
金
に
よ
る
支
援
措
置
―

を
要
望
し
た
。

ま
た
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

に
つ
い
て
は
、
総
会
の
四
国
部
会

提
出
議
案
「
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
料
の
軽
減
特
例
の
見
直
し
に
か

か
る
、
低
所
得
者
に
十
分
配
慮
し

た
激
変
緩
和
措
置
の
実
施
に
つ
い

て
」
の
要
望
内
容
を
要
望
し
た
。

ま
ず
、
国
保
に
つ
い
て
。

①
に
つ
い
て
。
28
年
12
月
22
日

に
、
国
民
健
康
保
険
制
度
の
基
盤

強
化
に
関
す
る
国
と
地
方
の
協
議

か
ら
発
出
さ
れ
た
「
国
民
健
康
保

険
に
お
け
る
財
政
支
援
に
つ
い

て
」
で
は
、
30
年
度
の
国
保
改
革

の
施
行
に
向
け
、
国
が
必
要
な
情

報
等
を
速
や
か
に
示
し
、
引
き
続

き
、
地
方
と
の
協
議
を
進
め
る
と

さ
れ
た
。
ま
た
、
30
年
度
か
ら
実

施
の
保
険
者
努
力
支
援
制
度
に
必

要
な
1
7
0
0
億
円
が
確
保
さ
れ

る
。
30
・
31
年
度
に
お
い
て
は
財

政
安
定
化
基
金
の
一
部
活
用
に
よ

り
、
32
年
度
末
ま
で
に
基
金
を
積

み
増
し
、
2
0
0
0
億
円
規
模
を

確
保
す
る
と
さ
れ
て
い
る
。

②
に
つ
い
て
。
シ
ス
テ
ム
改
修

等
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
は
、

29
年
度
で
は
、
国
民
健
康
保
険
制

度
関
係
業
務
準
備
事
業
費
補
助
金

に
よ
り
、
財
政
支
援
さ
れ
る
（
最

大
10
分
の
10
・
被
保
険
者
数
規
模

に
よ
り
補
助
上
限
額
が
異
な
る
）
。

③
に
つ
い
て
。
厚
労
省
は
国
保

運
営
方
針
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
都

道
府
県
へ
示
し
、
都
道
府
県
が
方

針
に
任
意
で
広
域
化
の
推
進
に
関

す
る
事
項
を
定
め
る
と
し
、
都
道

府
県
繰
入
金
を
充
て
支
援
す
る
と

さ
れ
て
い
る
。

④
に
つ
い
て
。
29
年
度
は
、
都

道
府
県
が
保
険
料
の
激
変
緩
和
を

目
的
と
し
て
市
町
村
に
資
金
を
交

付
す
る
た
め
の
経
費
と
し
て
、
財

政
安
定
化
基
金
に
3
0
0
億
円
が

措
置
さ
れ
た
。

29
年
1
月
19
日
開
催
の
全
国
厚

生
労
働
関
係
部
局
長
会
議
の
資
料

で
は
、
「
30
年
度
以
降
、
追
加
公

費
の
投
入
や
納
付
金
の
導
入
、
財

政
安
定
化
基
金
の
設
置
等
に
よ
り
、

構
造
上
、
国
保
財
政
の
赤
字
を
解

消
し
や
す
い
仕
組
み
に
な
る
と
考

え
ら
れ
る
」
と
さ
れ
て
い
る
。

⑤
に
つ
い
て
。
他
の
医
療
保
険

制
度
よ
り
負
担
感
が
強
い
保
険
料

を
是
正
す
る
観
点
か
ら
の
検
討
は

さ
れ
て
お
ら
ず
、
近
年
、
被
用
者

保
険
の
標
準
報
酬
月
額
・
一
般
保

険
料
率
の
上
限
の
引
上
げ
や
、
国

保
の
賦
課
限
度
額
の
引
き
上
げ
な

ど
で
、
保
険
料
負
担
の
公
平
化
が

図
ら
れ
て
い
る
。

⑥
に
つ
い
て
。
国
庫
負
担
割
合

の
引
き
上
げ
は
行
わ
れ
な
い
。

28
年
12
月
22
日
付
け
、
厚
労
省

の
国
民
健
康
保
険
課
長
通
知「『
ニ

ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
』
に

基
づ
く
子
ど
も
医
療
費
助
成
に
係

る
国
保
の
減
額
調
整
措
置
に
関
す

【
4
面
へ
続
く
】

塩崎厚労大臣
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る
検
討
結
果
に
つ
い
て
」
で
は
、

「
30
年
度
よ
り
、
未
就
学
児
ま
で

を
対
象
と
す
る
医
療
費
助
成
に
つ

い
て
は
、
国
保
の
減
額
調
整
を
行

わ
な
い
」
と
さ
れ
た
。

⑦
に
つ
い
て
。
特
別
調
整
交
付

金
で
の
支
援
措
置
の
実
現
に
は
至

っ
て
い
な
い
。
同
交
付
金
は
、
災

害
な
ど
に
よ
る
保
険
料
減
免
や
、

原
爆
、
結
核
な
ど
の
地
域
の
特
殊

事
情
に
よ
る
給
付
費
増
な
ど
に
つ

い
て
交
付
さ
れ
る
。

次
に
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
。

①
特
例
で
5
割
軽
減
し
て
い
る
所

得
割
は
、
29
年
度
に
2
割
軽
減
、

30
年
度
に
軽
減
な
し
②
特
例
で
9

割
、
8
・
5
割
軽
減
し
て
い
る
均

等
割
は
、
低
所
得
者
に
配
慮
し
据

え
置
き
。
介
護
保
険
料
軽
減
の
拡

充
や
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の

支
給
と
あ
わ
せ
見
直
す
③
特
例
で

賦
課
し
て
い
な
い
元
被
扶
養
者
の

所
得
割
は
、
当
面
は
賦
課
せ
ず
、

開
始
時
期
を
引
き
続
き
検
討
④
特

例
で
9
割
軽
減
し
て
い
る
元
被
扶

養
者
の
均
等
割
は
、
29
年
度
に
7

割
軽
減
、
30
年
度
に
5
割
軽
減
、

31
年
度
に
軽
減
な
し
（
軽
減
な
し

で
も
約
半
数
の
人
は
②
の
対
象
に

な
る
見
込
み
）
―
と
さ
れ
た
。

5

介
護
保
険
制
度

総
会
の
東
海
部
会
提
出
議
案

「
介
護
従
事
者
の
養
成
に
対
す
る

支
援
に
つ
い
て
」
の
要
望
内
容
で

あ
る
▽
資
格
取
得
費
用
の
貸
与
・

一
定
額
の
補
助
制
度
の
早
期
の
創

設
と
積
極
的
な
関
与
▽
研
修
制
度

の
充
実
▽
働
き
や
す
い
環
境
・
離

職
し
な
い
体
制
づ
く
り
―
な
ど
を

要
望
し
た
。

29
年
度
も
引
き
続
き
、
地
域
医

療
介
護
総
合
確
保
基
金
90
億
円

（
�
27
、
28
年
度
と
同
額:

国
60

億
円
、
都
道
府
県
30
億
円
）
を
活

用
し
、
▽
参
入
促
進
（
介
護
福
祉

士
養
成
課
程
に
係
る
介
護
実
習
支

援
事
業
な
ど
）▽
資
質
の
向
上（
キ

ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
研
修
支
援
な
ど
）

▽
労
働
環
境
・
処
遇
の
改
善
（
新

人
介
護
職
員
に
対
す
る
エ
ル
ダ
ー

・
メ
ン
タ
ー
制
度
等
導
入
支
援
事

業
、
勤
務
環
境
改
善
支
援
な
ど
）

―
の
観
点
か
ら
、
介
護
従
事
者
の

確
保
対
策
が
推
進
さ
れ
る
。

6

少
子
化
対
策
等

総
会
の
関
東
部
会
提
出
議
案

「
国
に
よ
る
子
ど
も
医
療
費
の
無

料
化
等
の
実
施
に
つ
い
て
」
、
評

議
員
会
の
東
北
部
会
提
出
議
案

「
子
育
て
・
教
育
・
医
療
環
境
の

充
実
に
つ
い
て
」
、
関
東
部
会
提

出
議
案
「
国
に
よ
る
子
ど
も
医
療

費
助
成
制
度
の
創
設
に
つ
い
て
」

の
要
望
内
容
か
ら
、
全
国
統
一
の

子
ど
も
医
療
費
助
成
（
7
月
の
要

望
書
で
は
、
無
料
化
）
制
度
の
早

期
創
設
を
要
望
し
た
が
、
実
現
に

は
至
っ
て
い
な
い
。

7

雇
用
対
策

部
会
提
出
議
案
が
な
か
っ
た
た

め
、
要
望
結
果
は
割
愛
す
る
。

8

社
会
福
祉
施
策

評
議
員
会
の
関
東
部
会
提
出
議

案
「
骨
髄
移
植
ド
ナ
ー
に
対
す
る

支
援
の
充
実
に
関
す
る
要
望
」
の

要
望
内
容
で
あ
る
①
事
業
主
向
け

の
労
働
時
間
等
見
直
し
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
に
お
い
て
、
ド
ナ
ー
休
暇
制

度
を
明
示
す
る
な
ど
企
業
等
の
取

り
組
み
の
促
進
②
ド
ナ
ー
休
暇
の

制
度
化
、
ド
ナ
ー
が
骨
髄
等
の
提

供
に
伴
う
入
院
、
通
院
、
打
合
せ

な
ど
の
た
め
に
休
業
す
る
場
合
の

補
償
制
度
の
創
設
―
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
現
在
、
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
に
明
示
は
な
い
が
、
厚
労

省
の
委
託
事
業
に
よ
り
28
年
度
に

作
成
さ
れ
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
「
特

に
配
慮
を
必
要
と
す
る
労
働
者
に

対
す
る
休
暇
制
度
」
に
は
、
社
会

に
関
わ
る
た
め
の
休
暇
制
度
と
し

て
、
「
ド
ナ
ー
休
暇
」
が
明
記
さ

れ
て
い
る
。

②
に
つ
い
て
。
ド
ナ
ー
が
提
供

に
伴
う
休
業
に
対
す
る
補
償
制
度

の
実
現
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

9

環
境
保
全
施
策

総
会
の
東
海
部
会
提
出
議
案

「
地
球
温
暖
化
対
策
の
拡
充
と
広

域
連
携
の
推
進
に
つ
い
て
」
の
要

望
内
容
で
あ
る
①
地
方
自
治
体
が

行
う
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普

及
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
効
率
的
利
用

を
促
す
取
り
組
み
へ
の
支
援
の
拡

充
・
強
化
、
官
民
共
同
に
よ
る
施

策
、
複
数
の
地
方
自
治
体
が
連
携

す
る
施
策
の
推
進
に
対
す
る
支
援
、

評
議
員
会
の
北
信
越
部
会
提
出
議

案
で
あ
る
②
「
市
町
村
に
よ
る
継

続
的
か
つ
安
定
的
な
森
林
整
備
等

の
財
源
に
充
て
る
税
制
（
森
林
環

境
税
（
仮
称
）
）
等
の
新
た
な
仕

組
み
の
早
期
導
入
等
に
つ
い
て
」

―
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
▽
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
電
気
・
熱
自
立
的
普
及

促
進
事
業
（
29
年
度
予
算
80
億
円

・
28
年
度
比
20
億
円
増
）
に
お
い

て
、
地
方
公
共
団
体
、
民
間
事
業

者
等
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導

入
事
業
の
う
ち
、
Ｃ
Ｏ
2
削
減
に

係
る
費
用
対
効
果
の
高
い
も
の
に

限
定
し
て
、
地
方
公
共
団
体
の
積

極
的
な
参
画
・
関
与
を
通
じ
、
課

題
に
対
応
す
る
も
の
に
つ
い
て
補

助
▽
低
炭
素
型
廃
棄
物
処
理
・
リ

サ
イ
ク
ル
設
備
導
入
の
支
援
（
同

35
億
円
・
28
年
度
比
6
億
円
増
）

に
お
い
て
、
廃
棄
物
処
理
業
者
、

地
方
公
共
団
体
に
よ
る
低
炭
素
型

廃
棄
物
処
理
・
リ
サ
イ
ク
ル
事
業

に
つ
い
て
、
包
括
的
な
支
援
▽
廃

熱
・
湧
水
等
の
未
利
用
資
源
の
効

率
的
活
用
に
よ
る
低
炭
素
社
会
シ

ス
テ
ム
整
備
推
進
事
業
（
同
22
億

円
・
新
規
事
業
）
に
お
い
て
、
地

域
の
特
性
を
活
か
し
た
低
炭
素
化
、

地
域
連
携
に
よ
る
Ｃ
Ｏ
2
削
減
に

資
す
る
事
業
へ
の
支
援
―
が
な
さ

れ
る
。

②
に
つ
い
て
は
、
地
方
財
政
委

員
会
「
1
④
」
（
1
面
に
掲
載
）

を
参
照
。

10

文
教
施
策

評
議
員
会
の
中
国
部
会
提
出
議

案
「
発
達
障
が
い
等
の
子
ど
も
た

ち
に
対
す
る
特
別
支
援
教
育
体
制

の
充
実
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い

て
」
、
総
会
の
北
信
越
部
会
提
出

議
案
「
2
0
2
0
年
東
京
オ
リ
ン

ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
聖

火
台
へ
の
『
火
焔
型
土
器
』
の
採

用
と
縄
文
文
化
の
発
信
に
つ
い

て
」
か
ら
、
①
特
別
支
援
教
育
に

必
要
な
教
職
員
、
支
援
員
等
の
確

保
と
財
政
措
置
②
2
0
2
0
東
京

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ

ク
に
お
い
て
、
火
焔
型
土
器
の
聖

火
台
へ
の
採
用
、
土
偶
な
ど
の
遺

物
の
各
種
造
形
へ
の
活
用
―
な
ど

を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
29
年
度
予
算
に

お
い
て
、
切
れ
目
な
い
支
援
体
制

構
築
に
向
け
た
特
別
支
援
教
育
の

充
実
に
28
年
度
か
ら
4
億
9
2
0

0
万
円
増
の
25
億
3
5
0
0
万
円

が
確
保
さ
れ
た
。
こ
の
う
ち
、
イ

ン
ク
ル
ー
シ
ブ
教
育
シ
ス
テ
ム
推

進
事
業（
14
億
5
2
0
0
万
円（
28

年
度
比
4
億
5
1
0
0
万
円

増
）
）
で
は
、
医
療
的
ケ
ア
の
た

め
の
看
護
師
1
2
0
0
人
（
同
2

0
0
人
増
）
、
就
労
支
援
コ
ー
デ

ィ
ネ
ー
タ
ー
74
人
（
新
規
）
、
発

達
障
害
支
援
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
74
人

（
新
規
）
等
の
特
別
支
援
教
育
専

門
家
な
ど
が
配
置
さ
れ
る
。
ま
た
、

特
別
支
援
教
育
に
関
す
る
教
職
員

等
の
資
質
向
上
事
業
（
2
億
3
7

0
0
万
円
（
28
年
度
比
1
億
8
1

0
0
万
円
増
）
）
で
は
、
教
員
の

資
質
向
上
の
ほ
か
、
養
成
講
習
な

ど
が
実
施
さ
れ
る
。

②
に
つ
い
て
。
現
在
、
実
現
に

は
至
っ
て
い
な
い
。

古屋厚労副大臣

第2009号 平成29年4月15日 （4）全 国 市 議 会 旬 報


	1面
	2面
	3面
	4面

